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要　約

　本稿では、従前の観光関連ビジネスについて、過去のデータを分析した上で、観光関連ビジネス

を「一過性ビジネスの連続的事象」の最重要課題と位置づける。

　また、「道の駅かでな土産店」をモデル店舗とし、日本郵便を国際物流と位置づけ、「道の駅かで

な土産店」の課題に言及した上で、「店舗受付型海外配送サービス」の実施による客単価拡大の可

能性について考察する。

　「店舗受付型海外配送サービス」が越境ECショッピングサイトへの導線的起点として、従前の観

光関連ビジネスにおける「一過性ビジネスの連続的事象」の最重要課題を課題解決へと導く「リピー

ター化」を実現する可能性があるものと考える。

　「道の駅かでな土産店」における売買商品の海外への直接送付（発送）サービスについては、対

象顧客を訪日外国人および地元客とし、また、消費税込み価格にてサービスの提供を行った。さらに、

サービスの向上を目的にJANコードが付与されない「持込商品」や「他店舗購入商品」についても

サービスの対象とした。

　結果、約10倍から約11倍へと客単価の拡大が見られた。これは、特に「まとめ買い」による送料（運

賃）の低減化が目的であったものと推測される。

　「店舗受付型海外配送サービス」は、小売店舗における新たな越境ビジネスモデルとして、ポス

トコロナ・アフターコロナの「インバウンド回復戦略」において訪日外国人旅行者消費額単価20万

円/人（2019年（平成31年・令和元年）実績値15.9万円/人）の目標達成に大いに貢献するものと考

えられる。

　キーワード： 一過性ビジネスの連続的事象、店舗受付型海外配送サービス、小売店舗越境ビジネス、

導線的起点、リピーター
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１．はじめに

　新型コロナウィルス感染症拡大は世界規模で地域経済に甚大な経済的損失をもたらし、特

に観光関連ビジネスを中心に域内経済が壊滅的打撃を受けることとなった。

　従前の観光関連ビジネスは、訪日外国人を含む観光客の域内での消費活動に大きく依存せ

ざるを得ない状況であることから、訪日時・訪問時のみの「一過性ビジネスの連続的事象」

であるということを改めて痛感させられた。つまり、新型コロナウィルス感染症が「Welcome

型・おもてなし型」の受け身的な観光関連ビジネスの脆弱性を露わにした。

　日本政府は「観光立国推進基本計画」に基づき、「持続可能な観光地域づくり戦略」、「イ

ンバウンド回復戦略」、「国内交流拡大戦略」を掲げ、特に「インバウンド回復戦略」におい

て「人数より消費額」として、訪日外国人旅行者消費額単価20万円/人（2019年（平成31年・

令和元年）実績値15.9万円/人）を基本方針としている。また、「地方部の免税店数２万店以

上の水準への回復」や「地方商店街や物産店等における同制度の活用促進」、「免税品の海外

への直送制度」を推進するとしているが、その具体的な手法や取り組みについては不透明で

ある。

　一方、中小および零細企業における地域特産品などの海外展開による国際ビジネスや国際

貿易、特に、東日本大震災3.11以降、中国や台湾、韓国、EU、米国などの国や地域への輸

出については、放射能の問題もあり、かなり複雑、かつ煩雑な貿易実務作業が強いられている。

　中国においては、水産物加工施設について、事前に中国政府のPP（Processing Plant）

の承認を受けなければならず、同様に加工食品においても2021年（令和３年）１月以降から

SingleWindowへの登録が義務化された。また、米国においては、2022年（令和４年）10月

１日からFDA Registration Numberの取得を義務１づけており、登録の際、米国在住の代

理人の申告義務が課せられている。さらに、2024年（令和６年）１月から台湾への水産物の
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輸出については、中国同様、台湾当局への加工施設の事前登録が義務化される。

　加えて、日本から海外への食品等の輸出に伴う「産地証明」や「検査証明」、「日付証明」

などの輸出証憑の作成と取得においてはデジタル庁のgBizIDを介し申請しなければならな

いことから、今後ビジネスにおけるIT Literacy（ITリテラシー）の重要度はさらに高まっ

ていく。

　以上のように県産品や特産品などの地域産品等における B to Bによる国際ビジネスは、

日本全国域内企業の中小および零細企業にとって、より一層困難な状況へと追いやられてい

る。

　一方、インターネットの普及により、特に越境ECショッピングサイトを活用したビジネ

スに注目が集まるものの、越境ECショッピングサイト開設後において同サイトへ利用者を

呼び込むための導線は重要課題と位置づけられる。

　以上の課題について、毎年発表される国土交通省観光庁年次報告書「訪日外国人の消費動

向－訪日外国人消費動向調査結果及び分析－」や、沖縄県文化観光スポーツ部観光政策課「観

光要覧－沖縄県観光統計集－」などの先行研究がある。

　いずれの先行研究においても訪日外国人数や消費活動におけるカテゴリー別購入品、また

域内経済への波及効果の調査にとどまっており、店舗の売上拡大を目的とした新たなサービ

スの提供による実証的考察には至っていない。つまり、店舗売買商品について、「ついで買い」

や「衝動買い」などの「まとめ買い」を促し、客単価拡大を可能にする新たなサービスの実

証データは見当たらない。

　以上から本稿は、「道の駅かでな土産店」をモデル店舗とし、かつ日本郵便を国際物流と

位置づけ、小売店舗において店舗商品の直接海外への送付（発送）を可能にする「店舗受付

型海外配送サービス」により、「ついで買い」や「衝動買い」などの「まとめ買い」による

客単価拡大について考察する。

　また、「道の駅かでな土産店」の課題について言及した上で、「店舗受付型海外配送サービス」

が越境ECショッピングサイトへの導線的起点として、従前の観光関連ビジネスにおける「一

過性ビジネスの連続的事象」の最重要課題を課題解決へと導く、「リピーター化」の実現可

能性についても考察する。

２．観光ビジネスの課題

　⑴　観光ビジネスの陥穽

　2017年（平成29年）度における沖縄県の観光客数は、957万9,900人、そのうち訪日外国人

は計269万2,000人、台湾から81万3,000人、訪日外国人に占める割合約30.2％、次いで中国54

万6,000人（約20.3％）、韓国54万4,800人（約20.2％）、香港25万9,700人（約9.6％）、その他

52万8,500人（約19.6％）となっている２。

　2018年（平成30年）度の観光客数は、1,000万4,300人と過去最多を記録し、そのうち訪
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日外国人は計300万800人、台湾から

91万7,700人、訪日外国人に占める割

合約30.6％、次いで中国69万4,800人

（ 約23.2 ％）、 韓 国55万3,800人（ 約

18.5％）、香港23万3,700人（約7.8％）、

その他60万800人（約20.0％）となっ

ている３。

　2019年（平成31年・令和元年）度に

おいては観光客数946万9,200人、その

うち訪日外国人は計249万200人、台湾

から85万8,200人、訪日外国人に占め

る割合約34.5％、次いで中国61万3,700

人（約24.6％）、香港25万2,800人（約

10.2％）、韓国24万7,500人（約9.9％）、

その他51万8,000人（約20.8％）となっ

ている４。

　2020年（令和２年）度では観光客数258万3,600人、訪日外国人０人５、2021年（令和３年）

度の観光客数327万4,300人、訪日外国人０人６となっている。

　新型コロナウィルス感染症拡大前の2018年（平成30年）度の沖縄県における訪日外国人は

300万人以上、同年度沖縄県入域観光客数の1/3近くを占める割合になるなど、もはやマジョ

リティ（Majority）としての位置づけを確立しているといっても過言ではない。

　2018年（平成30年）度、空路による訪日外国人一人あたりの観光消費額は、90,119円、中

国が128,280円と最も多く、次いで香港112,789円、台湾83,923円、韓国70,990円と続き、そ

の他94,763円となっている７。

　訪日外国人の観光消費額費目内訳全体において、宿泊費が26,053円（28.9％）と最も多く、

次いで土産買物費25,071円（27.8％）、飲食費20,904円（23.2％）、県内交通費11,457円（12.7％）、

娯楽入場費6,613円（7.3％）となっている７。

　国別および地域別にみる観光消費額費目において、土産買物費では、中国が51,481円と突

出しており、次いで香港27,197円、台湾25,553円、韓国11,534円の順となる７。

　一方、海路では、消費単価が34,336円と、クルーズ船等の来県のため「宿泊費」が費目

として計上されないのが特徴である。そのため、費目に占める土産買物費が平均ベースで

24,336円（70.9％）と最も高く、次いで県内交通費4,834円（14.1％）、飲食費4,745円（13.8％）、

娯楽入場費401円（1.2％）の順となる７。

　海路による地域別費目別消費額では、中国の消費単価が42,084円、そのうち土産買物費が

29,688円（70.5％）と最も多く、県内交通費6,602円（15.7％）、飲食費5,291円（12.6％）、娯

図１　訪日外国人数観光客推移
（出所）沖縄県入域観光客統計概況より作成
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楽入場費242円、その他18円となっている。また、台湾における消費単価は23,881円、土産

買物費16,917円（70.8％）、県内交通費3,262円（13.7％）、飲食費3,190円（13.4％）、娯楽入

場費485円、その他27円となっている７。

　このことから、空路および海路いずれにおいても土産買物費の占める割合が大きく、土産

買物費に関する新商品開発およびマーケティングによる商品価値の見直しや新たな商品価値

の創造、また同費目に関する新たなサービスの創出等により、訪日外国人の消費額拡大を促

すことが可能であると考えられる。

　入域観光客全体による県経済への影響については、国内客約5,376億円に対し、訪日外国

人（空路）約1,625億円、訪日外国人（海路）約339億円、計7,340億円となる８。つまり、7,340

億円の約26.7％が訪日外国人の滞在中の消費活動等によるものである。

　2020年（令和２年）度の観光客数は、258万3,600人、観光収入2,548億円（試算値）９、2021年（令

和３年）度における観光客数は、327万4,300人、観光収入2,924億円（試算値）10と大幅な減

少となっている。

　以上から新型コロナウィルス感染症拡大による入域観光客数の大幅減少が直接および間接

的に県経済へ甚大な経済的損失をもたらしている。

　では、日本全体における訪日外国人の推移と消費額について見ていこう。2017年（平成29年）

の訪日外国人は、2,869万人11、消費額が４兆4,162億円12、2018年（平成30年）3,119万人11、

消費額４兆5,189億円13、2019年（平成31年・令和元年）3,188万人11、消費額４兆8,135億円14

と最も多く、2020年（令和２年）は新型コロナウィルス感染症拡大の影響を受け411万人11、

消費額7,446億円（試算値）15、2021年（令和３年）には24.5万人11、消費額1,208億円（試算値）16へ

と激減している。

　訪日外国人が過去最多を記録した2019年（平成31年・令和元年）を基準にすると同年の一

人当たりの旅行支出額（年間値（速報））は15万8,458円17、2021年（令和３年）では3,164万

人減のため単純計算で外国人旅行消費額、５兆144億円強が新型コロナウィルス感染症によ

り失われたことになる。これに波及効果を含めるとその額はもっと大きくなる。

　⑵　新たなビジネスの創出

　従前の観光関連ビジネスは、訪日外国人を含む観光客の域内での消費活動に大きく依存し

ていることから、訪日時・訪問時のみの「一過性ビジネスの連続的事象」と位置づけられる。

　そのため新型コロナウィルス感染症拡大により、外出制限や渡航制限が実施されたことで、

沖縄・日本や全世界の域内経済に甚大な経済的損失をもたらした。

　ポストコロナ・アフターコロナを見据えて、今後回復が予測される観光客を基軸としなが

らも新たなビジネスを創出し、万一訪日外国人を含む観光客の外出制限や渡航制限が実施さ

れても国際物流の確立と自社商品の海外展開により、一過性ビジネスからの脱却を図らなけ

ればならない。
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　新型コロナウィルス感染症拡大前の2018年（平成30年）度における沖縄への入域観光客は

1,000万人強、その1/3にあたる300万人強が、訪日外国人であり、これらの訪日外国人の県

内での消費額は、空路で約1,625億円、海路で約339億円、計1,964億円、そのうち土産買物

費は空路で452億円強（23.0％）、海路で230億円強（11.7％）となっている８。

　ちなみに、訪日外国人が日本国内において観光やショッピングを満喫、時には友人や知人

等へ土産品を購入し、自国へ持ち帰る行為を「携帯輸出」という。

　日本全国において訪日外国人が免税物品を購入した割合は、54.9％18であり、この数字を

先述の2018年（平成30年）における沖縄への訪日外国人の土産買物費に当てはめると、空路

で248億円19、海路で126億円20、計374億円が免税物品の売上と試算される。

　免税物品の売買は、主に市街地の大型商業施設の「輸出物品販売場」にて行われる。1989

年（平成元年）にスタートした輸出物品販売場制度において、2019年（平成31年・令和元年）

では54,000店強もの輸出物品販売場21が日本全国に点在しており、特に中華圏の訪日外国人

には大好評である。

　一方、これらの輸出物品販売場となる店舗から、免税物品を直接訪日外国人の海外自宅等

へ送付（発送）された実績はゼロ22である。

　訪日外国人の越境ECショッピングサイトの利用状況において、「『なぜ越境ECを使って日

本の商品を購入したか？』という質問に対し、『日本を旅行したときに購入して気に入った

製品だから』」として、「日本滞在時に、実際に商品に触れた経験、自分自身の目で確認でき

た経験、信頼できると認識した経験が起点となり、越境ECの利用が促進されている23」とし

ている。

　以上から店舗においては「自社の越境ECショッピングサイト」を構築することで、顧客

の「リピーター化」を実現することが可能と考える。

　具体的には、訪日外国人に対し、店舗来店時に自社越境ECショッピングサイトのURLを

QRコード等にて案内することで、訪日外国人の帰国後における「リピート化」への起点と

することができる。

　店舗来店時に「店舗受付型海外配送サービス」を利用した訪日外国人などのお客様は、特

に海外自宅への配送実績の経験から「信頼感」と「安心感」により、越境ECショッピング

サイトの利用時の警戒心を緩和させることが期待できる。このことが、訪日外国人のお客様

へ帰国後の越境ECショッピングサイト利用の障壁を低くし、「リピーター化」へと繋げるこ

とができるものと考える。この一連の流れにより観光関連ビジネスにおける最重要課題であ

る「一過性ビジネスの連続的事象」からの脱却を図り、課題解決への一助となることが期待

できる。

　さらに、「店舗受付型海外配送サービス」は、訪日外国人にとっても大きなメリットを有

する。

　例えば、日本発－上海着中国東方航空エコノミークラスの場合、手荷物最大重量23kgの
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２ケースについては、無料で預かってもらえるものの23kg以上については32kgを上限に

1,000元（約20,300円強）24の重量超過料金（オーバーチャージ）の負担が強いられる。

　つまり実質９kg超過分の費用負担として約20,300円、単価に直すと2,255円/kgを支払わ

なければ自国へ持ち帰ることができない。

　一方、この９kg分について日本郵便のEMSを利用した場合、9,792円（kg単価1,088円）、

国際小包航空便で7,650円（kg単価850円）、SAL便6,300円（kg単価700円）、船便4,995円（kg

単価555円）（2022年６月料金改定値）の費用負担で済む25。

　いわゆる携帯輸出となる航空機によるハンドキャリー重量超過料金の負担と比較して、

日本郵便国際郵便EMSでは、48.2％、国際小包航空便は37.6％、SAL便で31.0％、船便で

24.6％の費用負担で済むことになる。

　このことは、「店舗受付型海外配送サービス」による日本郵便国際郵便および国際小包サー

ビスなどが明らかに低コストであることを証明している。

３．小売店舗越境ビジネスモデル

　⑴　 「道の駅かでな土産店」の課題

　嘉手納町では、屋良東部地区地域振興施設（以下、「道の駅かでな」とする。）を同町の地

域振興および地域活性化に資する唯一の複合商業施設と位置づけ、誘客効果があるイベント

等の実施により、利用促進と活性化を図り、さらに広域観光拠点の形成と地域振興を効率的、

かつ効果的に行うことを設置目的としている。

　「道の駅かでな」における2017年（平成29年）度の来場者は584,991人、2018年（平成30年）

度548,449人、2019年（平成31年・令和元年）度525,640人、３年間の平均値は553,027人26となり、

一日平均1,513人が訪れている計算になる。

　この数字は、同施設の入り口両サイドに赤外線カウンターが設置され、来場者がその赤外

線を横切ることで、カウントされているため、正確には「のべ人数」の数字であることを補

足する。

　「道の駅かでな土産店」はこのような複合的施設１F中央一角に位置し、店舗バックヤー

ドを含み142㎡（42.95坪）の面積を有し、同店舗の中に３テナントが入居、一部青果物から

加工食品、工芸品や雑貨等に至る商品を取り扱っている。

　「道の駅かでな土産店」は、一部の県内在住者や地元住民も利用するものの、施設の立地

環境から主に観光客が大多数を占めている。

　「道の駅かでな土産店」では共通レジを使用し、テナント毎の強みを生かした品揃えがな

され、商品に付与されたJANコードによって、商品管理と売上管理がなされている。その

ため、商品JANが全く同じ商品を他テナントが扱うことはない。

　なお、同店舗では、2023年（令和５年）10月から実施されるインボイス制度に対応するた

め、テナント毎のレジ管理へと移行する見込みである。
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　嘉手納町役場産業環境課商工振興係では、「道の駅かでな」の土産店舗について図２の課

題を挙げている。

　同店舗では、一日約７～10名程の従業員で現場を運営しているが、英語や中国語などの多

言語対応可能な従業員が不在であることから、多言語対応可能な従業員の採用により、訪日

外国人を対象とした販売のチャンスロスの低減化も課題の一つであると考えられる。

　また、同店舗においては、バックヤードとなる事務所や待機スペースには店舗運営のため

の３テナント共通のパソコンなどのOA機器も設置されておらず、かつ、パソコン操作に精

通、特にマーケティングに必要不可欠なExcelに精通した従業員も皆無であることも大きな

課題である。このことは、図２の「商品力」における「オリジナル商品」と「差別化商品」

おいて、顕著に表れている。つまり、「道の駅かでな」でしか購入できない限定目玉商品が

存在しないのも極めて深刻な課題である。

　また、店舗は売り場面積が狭く、３テナント合意による店舗運営のため、テナント毎の特

徴ある空間づくりとイベント開催が困難となっている。

　「道の駅かでな土産店」の客単価は、2018年（平成30年）度1,335円、2019年（平成31年・

令和元年）度1,528円26であり、施設来場者全体では2018年（平成30年）度323円、2019年（平

成31年・令和元年）度254円26となっている。

　つまり、施設来場者全体からレジを通過した人の割合は、2018年（平成30年）度で

24.2％、2019年（平成31年・令和元年）度においては、16.6％と、同施設の来場者における

土産店への導線についても課題がある。

　⑵　「道の駅かでな土産店」の取り組み

　「道の駅かでな土産店」から店舗商品を直接海外へ送付（発送）する取り組みについては、

図２　「道の駅かでな土産店」の課題
（出所）嘉手納町役場産業環境課商工振興係配布資料（2020年７月14日）より作成
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以下の条件にて実施した。

　「道の駅かでな土産店」では、免税対応可能なレジではないことから、訪日外国人を対象

に消費税込み価格商品の店舗受付による海外送付（発送）をもってサービスの受付を行った。

しかしながら、新型コロナウィルス感染症拡大により訪日外国人の沖縄への渡航が制限され

たこと、また、地元客が海外在住の友人や知人、親族に沖縄の地域産品（県産品）などを送

りたいとの強い要望があったため、改めて地元客も対象に消費税込み価格商品の海外送付（発

送）サービスを行った。

　訪日外国人の日本国内における旅行消費額の７割強27を占める「米国」「中国」「香港」「台

湾」「韓国」の５ヶ国（地域）を海外送付（発送）の対象国とし、国際物流を日本郵便、サー

ビスを「EMS」「航空便（AIR）」「SAL便」「船便（SEA）」の４つとした。

　2021年（令和３年）１月より、特に米国においては、複写式手書き送り状および私製Invoice

の受付が停止され、通関電子データ化へと義務化された。そのため2021年（令和３年）１月

までは、複写式手書き送り状にて対応し、それ以降については、通関電子データにてサービ

スを行った。

　海外送付（発送）のためのシステムについては、株式会社琉球物産貿易連合の自社オリジ

ナルシステムをカスタマイズする形で開発を行った。2020年（令和２年）10月から2021年（令

和３年）１月までは、「複写式手書き送り状型海外配送サービスシステム」にて対応した。

　同システムは、店舗商品に付与されたバーコードをスキャナーでスキャンすることで、海

外への輸出に必要な私製Invoiceや税関告知書（Customs Declaration （Supplementary for 

CN 22/CN23））の作成と発行を可能にし、紙出力でもって、送付（発送）商品と一緒に郵

便局窓口へ出すことで、簡易輸出を可能にするというものである。

　基本的なことだが、日本から海外へ商品を送付（発送）する行為は、「輸出」と位置づけ

られるため、輸出物品の数量の多寡を問わず、送り先や商品情報等の詳細を日本国税関へ申

告しなければならない。その際、申告する言語は英語となる場合が一般的である。

　なお、同店舗においては、ゆうパックや宅配会社の小包便の本土への発送を行っていたも

のの、海外発送については全く経験がなかったため、約５ヶ月間の数度にわたり、店舗従業

員を対象に店舗商品における海外送付（発送）のための受付業務等の研修を行った。また

「道の駅かでな土産店」のJANが付与された店舗商品については、店舗従業員の協力を得て、

一つひとつマスター登録を行った。

　泡盛などの酒類については、危険物扱いとなること、また、加工食品を含む肉製品につい

ては配送先国において検疫の問題で没収される確率が高いことからマスター登録は行ってい

ない。

　2021年（令和３年）１月よりテロの関係にて、特に米国等において、国際郵便および国際

小包のための複写式手書き送り状による受付が終了した。それに伴い日本郵便では「国際郵

便マイページ」を開設、全世界の郵便事業体と連携し、Invoiceや税関告知書等において通
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関電子データによるシステムへと移行した。

　そのため、株式会社琉球物産貿易連合では、国際郵便マイページへの通関電子データの汎

用受入（Import）を可能にするため、先のシステムについて改めてプログラムの修正を行っ

た。

　ちなみに、2021年（令和３年）１月より実施の米国やEUにおいて必須の通関電子データ

による受付は、2024年（令和６年）３月１日から東アジアや東南アジアを含む全世界におい

て義務化され、それに伴い従前の複写式手書き送り状の受付が完全に終了する。

　2021年（令和３年）１月以降の日本郵便国際郵便マイページへの通関電子データ対応の「通

関電子データ型店舗受付海外配送サービスシステム」が同年10月に完成した。日本郵便国際

郵便マイページシステムの仕様確認に2021年（令和３年）７月中旬まで時間を要し、以降、

プログラムの修正に約２ヶ月半要した。そのため、2021年（令和３年）10月から2022年（令

和４年）３月末日までの約６ヶ月間に渡り通関電子データによる店舗受付型海外配送サービ

スを行った。

　同システムは、バーコードをスキャナーでスキャンすることで事前に登録した商品規格、

つまり、英語商品名や重量および単価が関数もしくはプログラミング（Visual Basic for 

Applications）によって、自動取得され、瞬時に電子データ化、また同情報が通関電子デー

タとして、数クリックで日本郵便の国際郵便マイページへ汎用受入（Import）され、相手国（地

域）の郵便事業体へ送信される仕組みとなっている。

　サービス利用者は、米国および韓国に友人や知人、親族を有する県内在住者のみであった。

図３　「道の駅かでな土産店」海外宅配サービス利用背景
（出所）著者作成
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また、サービス利用の理由として、図３をあげている。

　この「通関電子データ型店舗受付海外配送サービス」について、特記すべきは、当初「道

の駅かでな土産店」で販売する商品のみについて、海外送付（発送）の受付を行っていたが、

「店舗で購入しない商品、例えば手作りのT-シャツなど『思い出』や『心のこもった』物

品についても海外へ送りたい」旨の要望が多くあった。そのため、同システムについて、さ

らにプログラムを修正することで、店舗で販売しない商品、つまりお客様の持ち込み物品に

ついても、海外送付（発送）が可能となるようにサービスの拡充を図った。

　店舗商品の送付（発送）時に必要不可欠な消耗品として、店舗にて購入した商品を詰め

込む段ボール箱中サイズ（60cm×40cm×25cm）と、段ボール箱大サイズ（60cm×60cm×

50cm）の２種類を準備した。

　⑶　海外配送サービスの実績

　2020年（令和２年）10月から2021年（令和３年）１月末日（複写式手書き送り状型店舗受

付海外配送サービス）までの期間中約３万円分の店舗商品が店舗から直接台湾へ発送され、

配達完了までに受付日を含み約５日を要した。その他、韓国へ店舗商品以外の持ち込みが１

件、ビジネス書類１件、それぞれ配達完了までに６日を要し、計３件の実績であった。

　図４ は、「道の駅かでな土産店」における2021年（令和３年）10月１日から2022年（令和４年）

３月31日（通関電子データ型店舗受付海外配送サービス）までの海外配送サービスの実績で

図４　店舗受付型海外配送サービス実績
（出所）株式会社琉球物産貿易連合
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ある。図４からも分かるよう

に米国４件、韓国４件、計８

件であった。

　図４から海外配送サービ

スの客単価は15,220円で、送

料単価が11,238円という結果

となった。2018年（平成30年）

度「道の駅かでな土産店」に

おける客単価1,335円、2019

年（平成31年・令和元年）度

1,528円と比較すると約11倍

から約10倍の売上を計上す

ることができた。この客単価

は、海外配送サービス利用者

のみを対象とした客単価で

あることから、単純比較はで

きないが、少なくとも店舗に

おいて新たなサービスを提

供することにより、客単価の

引き上げによる売上拡大に

大きく貢献する結果となっ

た。しかも送料となる付加価

値額分が創出されたことの

意味は大きい。なぜなら、こ

の送料等の付加価値額分は、

域内の生産要素（ビジネス活

動）の一部を刺激するから

である。

　なお、図４における「取

扱単価」18,765円は、「道の駅かでな土産店」税込販売金額や運賃（送料）および手数料な

どの加算金額を総受付個数で割った金額である。

　以上から店舗は客の需要に応え、自社店舗での品揃えを充実、また新たなサービスを提供

することで、客単価のさらなる拡大を図ることが可能であると考える。

　図５は米国ロサンゼルス向け発送品の配達履歴である。同図からもわかるように沖縄か

ら発送して４日（日付ベース）で届いている。図４にもあるように米国向けの発送は全て

図５　郵便局追跡調査
（出所）日本郵便追跡サイト
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EMS計４件で配達完了までに平均6.75日であった。

　ちなみに、韓国へはEMSで平均７日前後、航空便では10日前後で商品が届き、最速では、

５日という実績を構築した。

４．おわりに

　本稿は、店舗受付型海外配送サービス実施による客単価の拡大を主目的に、かつ、従前の

観光関連ビジネスが「一過性ビジネスの連続的事象」と位置づけられることから、一過性ビ

ジネスからの脱却を図るための起点構築に向けて、2020年（令和２年）４月１日から2022年

（令和４年）３月31日の期間において「道の駅かでな土産店」にて店舗等商品の店舗受付に

よる海外送付（発送）サービスを行った。

　2020年10月から2021年１月までは、複写式手書き送り状にて対応し、2021年10月以降につ

いては日本郵便国際郵便マイページを介した通関電子データ仕様にて行った。

　店舗から直送による海外送付（発送）について、台湾や米国および韓国のいずれにおいて

も未配達や配達不可、さらに紛失や破損などの瑕疵もなく、全ての発送において「配達完了」

の実績を得た。このことは、店舗従業員の受付業務を伴う教育の徹底化と、「道の駅かでな

土産店」用にカスタマイズした国際郵便マイページへの汎用受入（Import）のための通関

電子データが適正であることの証明がなされた。

　また、JANコードが付与されていない持込商品等についても対応可能としたことにより、

顧客満足度をさらに高めることができた。

　客単価については、2018年（平成30年）度と比較すると11倍、2019年（平成31年・令和元

年）度においては10倍の客単価拡大を可能にした。

　客単価拡大の要因として、①店舗でのワンストップショッピング、②購入商品詰め込み時

の見栄え効果、つまり商品を段ボール箱へ詰め込んだ際にわずか数点の商品では見栄えが悪

く、段ボール箱サイズぎりぎりまで詰め込もうという意識が働いたこと、③海外送料（運賃）

低減化への経済的意識、いわゆる「何回かに分けて送るより、一度にまとめて送った方が割

安になる」など、「ついで買い」や「衝動買い」、「まとめ買い」が行われ客単価の拡大につながっ

たものと考えられる。

　また、本取り組みにおいては、特にパソコンを不得手とする邦人（地元客）という新たな

顧客の発掘と、JANコードが付与されていない持込商品の海外送付（発送）を可能にした

ことは貴重な発見であった。

　さらに、本稿の小売店舗越境ビジネスモデルは、日本政府の「観光立国推進基本計画」に

基づく、「持続可能な観光地域づくり戦略」、「インバウンド回復戦略」、「国内交流拡大戦略」

における基本方針、特に「インバウンド回復戦略」における訪日外国人旅行者消費額単価20

万円/人（2019年（平成31年・令和元年）度実績値15.9万円/人）の目標28達成に大いに貢献

するものと考える。
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　加えて、本サービスを利用する訪日外国人においては、海外自宅への配送実績が「安心感」

と「信頼感」を与え、帰国後において、「越境ECショッピングサイト」への導線的起点とな

り、顧客の「リピーター化」を可能にし、従前の観光関連ビジネスの最重要課題と位置づけ

られる「一過性ビジネスの連続的事象」からの脱却という課題解決の実現に大きく貢献する

ものと考えられる。

　新型コロナウィルス感染症により、甚大な損失を受けた日本全国の地域経済の地域振興お

よび地域活性化の起爆剤となる新たなビジネスモデルとして「店舗受付型海外配送サービス」

は大きな可能性を秘めているものと確信する。

　米国多発テロ9.11や新型コロナウィルス感染症を教訓として、従前のインバウンドを対象

としたビジネス活動を基軸としながらも地域産品等の海外展開を可能にする海外発進型ビジ

ネスの新たな取り組みにより、インバウンドとアウトバウンド的ビジネス活動の両輪で地域

経済を牽引し、地域経済の再興を実現しなければならないと考える。

　本稿の「店舗受付型海外配送サービス」においては、全てのサービス利用者が県内在住の

邦人、かつ消費税込み商品であったことから、免税物品の店舗から直接海外への送付（発送）

については今後の研究課題として取り組んで行く。
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